
○ 建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号） （抄） 

 

 （用途地域等） 

第四十八条 第一種低層住居専用地域内においては、別表第二（い）項に掲げる建築物以外の建築物は、

建築してはならない。ただし、特定行政庁が第一種低層住居専用地域における良好な住居の環境を害

するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合においては、この限りでな

い。 

２ 第二種低層住居専用地域内においては、別表第二（ろ）項に掲げる建築物以外の建築物は、建築し

てはならない。ただし、特定行政庁が第二種低層住居専用地域における良好な住居の環境を害するお

それがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。 

３ 第一種中高層住居専用地域内においては、別表第二（は）項に掲げる建築物以外の建築物は、建築

してはならない。ただし、特定行政庁が第一種中高層住居専用地域における良好な住居の環境を害す

るおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。 

４ 第二種中高層住居専用地域内においては、別表第二（に）項に掲げる建築物は、建築してはならな

い。ただし、特定行政庁が第二種中高層住居専用地域における良好な住居の環境を害するおそれがな

いと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。 

５ 第一種住居地域内においては、別表第二（ほ）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、

特定行政庁が第一種住居地域における住居の環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得

ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。 

６ 第二種住居地域内においては、別表第二（へ）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、

特定行政庁が第二種住居地域における住居の環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得

ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。 

７ 準住居地域内においては、別表第二（と）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、特

定行政庁が準住居地域における住居の環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと

認めて許可した場合においては、この限りでない。 

８ 近隣商業地域内においては、別表第二（ち）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、

特定行政庁が近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行うことを主たる内容とする商業その他

の業務の利便及び当該住宅地の環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて

許可した場合においては、この限りでない。 

９ 商業地域内においては、別表第二（り）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、特定

行政庁が商業の利便を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合に

おいては、この限りでない。 

10 準工業地域内においては、別表第二（ぬ）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、特

定行政庁が安全上若しくは防火上の危険の度若しくは衛生上の有害の度が低いと認め、又は公益上や

むを得ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。 



11 工業地域内においては、別表第二（る）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、特定

行政庁が工業の利便上又は公益上必要と認めて許可した場合においては、この限りでない。 

12 工業専用地域内においては、別表第二（を）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、

特定行政庁が工業の利便を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場

合においては、この限りでない。 

13～15 略 

 

（容積率） 

第五十二条 建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合（以下「容積率」という。）は、次の各号に掲

げる区分に従い、当該各号に定める数値以下でなければならない。ただし、当該建築物が第五号に掲

げる建築物である場合において、第三項の規定により建築物の延べ面積の算定に当たりその床面積が

当該建築物の延べ面積に算入されない部分を有するときは、当該部分の床面積を含む当該建築物の容

積率は、当該建築物がある第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域又は準工業

地域に関する都市計画において定められた第二号に定める数値の一・五倍以下でなければならない。 

一 第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域内の建築物 十分の五、十分の六、十分の

八、十分の十、十分の十五又は十分の二十のうち当該地域に関する都市計画において定められたも

の 

二 第一種中高層住居専用地域若しくは第二種中高層住居専用地域内の建築物又は第一種住居地域、

第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域若しくは準工業地域内の建築物（第五号に掲げる建築

物を除く。） 十分の十、十分の十五、十分の二十、十分の三十、十分の四十又は十分の五十のう

ち当該地域に関する都市計画において定められたもの 

三 商業地域内の建築物 十分の二十、十分の三十、十分の四十、十分の五十、十分の六十、十分の

七十、十分の八十、十分の九十、十分の百、十分の百十、十分の百二十又は十分の百三十のうち当

該地域に関する都市計画において定められたもの 

四 工業地域又は工業専用地域内の建築物 十分の十、十分の十五、十分の二十、十分の三十又は十

分の四十のうち当該地域に関する都市計画において定められたもの 

五 高層住居誘導地区内の建築物であつて、その住宅の用途に供する部分の床面積の合計がその延べ

面積の三分の二以上であるもの（当該高層住居誘導地区に関する都市計画において建築物の敷地面

積の最低限度が定められたときは、その敷地面積が当該最低限度以上のものに限る。第五十六条第

一項第二号ハ及び別表第三の四の項において同じ。） 当該建築物がある第一種住居地域、第二種

住居地域、準住居地域、近隣商業地域又は準工業地域に関する都市計画において定められた第二号

に定める数値から、その一・五倍以下で当該建築物の住宅の用途に供する部分の床面積の合計のそ

の延べ面積に対する割合に応じて政令で定める方法により算出した数値までの範囲内で、当該高層

住居誘導地区に関する都市計画において定められたもの 

六 用途地域の指定のない区域内の建築物 十分の五、十分の八、十分の十、十分の二十、十分の三



十又は十分の四十のうち、特定行政庁が土地利用の状況等を考慮し当該区域を区分して都道府県都

市計画審議会の議を経て定めるもの 

２ 前項に定めるもののほか、前面道路（前面道路が二以上あるときは、その幅員の最大のもの。以下

この項及び第十二項において同じ。）の幅員が十二メートル未満である建築物の容積率は、当該前面

道路の幅員のメートルの数値に、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める数値を乗じたもの

以下でなければならない。 

一 第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域内の建築物 十分の四 

二 第一種中高層住居専用地域若しくは第二種中高層住居専用地域内の建築物又は第一種住居地域、

第二種住居地域若しくは準住居地域内の建築物（前項第五号に掲げる建築物を除く。） 十分の四

（特定行政庁が都道府県都市計画審議会の議を経て指定する区域内の建築物にあつては、十分の

六） 

三 その他の建築物 十分の六（特定行政庁が都道府県都市計画審議会の議を経て指定する区域内の

建築物にあつては、十分の四又は十分の八のうち特定行政庁が都道府県都市計画審議会の議を経て

定めるもの） 

３～15 略 


